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（仮称）かつうら海中公園再生計画　【評価　Ｃ　】 

担当課：観光商工課 
実績額４１０，６６３，０００円（うち交付金１９９，７３４，０００円） 

 
１．事業の目的・概要 

 
２．事業の内容 
かつうら海中公園滞在型観光施設建設事業　４１０，６６３，０００円 

・設　計　費　　　　２２，０００，０００円 
・施　工　費　　　３７９，２０３，０００円 
・工事監理費　　　　　９，４６０，０００円 

 
（１）施設概要 

名　　称　かつうら海中公園滞在型観光施設　ｅｄｅｎ（エデン）　 
位　　置　勝浦市吉尾２３４番地 
敷地面積　１３７９．２３㎡ 
構　　造　鉄筋コンクリート造 
階　　数　３階 
建築面積　３３６．１０㎡ 
延床面積　７３０．１０㎡　 
管理運営　指定管理者による管理運営　 
　　　　　【指定管理者】　東京都港区西麻布１丁目１０番２号 

ソルト・コンソーシアム株式会社 
 

 
 

地域再生計画事業　令和６年度事業評価

海水浴場を中心とした夏季観光から通年型観光への転換が求められるなか、滞在型観光施

設を整備し、魅力的な観光地の基盤づくりを強化することにより、観光産業、農林水産業等

の振興を図ります。

１階：レストラン １階：物販コーナー
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（２）事業経過 
令和３年　５月　７日　（仮称）かつうら海中公園滞在型観光施設建設事業プロポーザル審

査委員会開催 
令和３年　５月１３日　建設工事請負契約（設計施工一括方式） 
　　　　　　　　　　　　受 注 者：東京都墨田区向島１丁目３３番１２号 

東武建設・石井建築事務所共同企業体 
　　　　　　　　　　　　設 計 期 間：令和３年５月２１日～令和３年７月３０日 
　　　　　　　　　　　　施 工 期 間：令和３年７月１日～令和４年３月１８日 
　　　　　　　　　　　　工事監理期間：令和３年７月１日～令和４年３月１８日 
令和３年１１月２４日　かつうら海中公園滞在型観光施設指定管理候補者選定員会 
令和３年１２月１６日　指定管理者の指定議決 
令和４年　３月１８日　工期延長（地中障害撤去等に時間を要したため） 
　　　　　　　　　　　変更後の工期　　～令和４年６月３０日 
令和４年　６月３０日　工期延長（梅雨による天候不良のため） 
　　　　　　　　　　　変更後の工期　　～令和４年７月１５日 
令和４年　７月　６日　工事完成 
令和４年　７月３０日　業務開始 

３階：スパエリア ３階：スパエリア

２階：機械室 外　観
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　３．本事業における重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

 

 
 

 
指標名

令和４年度 令和５年度 令和６年度

 目標値 実績値 目標値 実績値 目標値 実績値

 KPI 

①

施設利用者数 

（人）
60,000 27,229 70,000 33,757 85,000 38,760

 
KPI②

旅行消費単価 

（円）
11,700 7,800 11,800 9,276 11,900 10,074

 
KPI③

朝市観光客 

（人）
82,000 53,037 87,000 99,126 93,000 152,580

 目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化・目標達成に必要なこと（要因・課題）

 【要因】 

ＫＰＩ①の施設利用者数については、メディアなどを活用した PR 活動により増加傾向である

ものの、周辺施設である「かつうら海中公園」及び「勝浦朝市」の入込客数が、コロナ禍前を超

える数値となっているなか、来客層の相違により、本施設への取り込みができていないものと

考える。 

ＫＰＩ②の旅行消費単価については、コロナ禍後の観光入込客数は増加傾向ではあるもの

の、主に日帰り客であり、宿泊客数の増加は小幅なものとなっていることが目標値に届かない

要因となっていると考える。 

【課題】 

施設本来の魅力を引き続きメディア等を活用し周知することで、コロナ禍後増加している「か

つうら海中公園」及び「海の博物館」の来客層を取り込みつつ、朝型コンテンツである朝市等と

組み合わせた観光周遊を促進することにより、滞在時間の延長、消費機会の創出を図ること

が重要と考える。

 要因・課題を踏まえた具体的な取組（改善策・取組方針）

 「かつうら海中公園」、「海の博物館」、観光関係団体、地域住民との協議・連携を行うととも

に、周辺施設の来客層に合わせたレストランメニューの提供のほか、市民利用促進の取組を

実施することで、新たな客層の取り込みにつなげる。 

また、観光コンテンツのパッケージ化の推進や、情報発信の充実を図ることで、観光周遊を

促進し、地域全体の活性化及び観光振興を図り、旅行消費単価の増大につなげる。

 

委員評価

かつうら海中公園における観光客については増加傾向にあるが、総合的に見ると一

部分の増加に過ぎないところがある。全体的に観光客が観光関連施設、商業施設を

利用するような施策が今後必要となってくる。 
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まち・ひと・しごと創生推進計画　【評価　Ｃ　】 

担当課：企画課 

 

１．事業の目標

２．基本目標 

・基本目標１：安定して働くことができる場の確保 

・基本目標２：新しい人の流れや関係づくりの構築 

・基本目標３：子どもを産み育てる環境の充実 

・基本目標４：ひとが行き交い、暮らしやすい地域の実現 

 

 

３．事業の内容 

【基本目標１】安定して働くことができる場の確保事業 

○具体的な事業 

・新規就農者及び後継者の確保・育成の支援 

・商工会と連携した商店街の活性化 等 

 

【基本目標２】新しい人の流れや関係づくりの構築事業 

○具体的な事業 

・かつうら海中公園再生計画事業 

　・移住ポータルサイトやＳＮＳによる移住地としての魅力発信 等 

 

地域再生計画事業　令和６年度事業評価

勝浦市の人口は、昭和 33 年の 31,400 人をピークに減少し続けており、令和２年４月

１日現在の人口は 17,092 人まで減少している。国立社会保障・人口問題研究所が平成

30 年３月に公表した推計によると、本市の人口はさらに減少傾向が続き、令和 27 年

（2045 年）には 8,858 人まで減少するとされている。 

年少人口・生産年齢人口は減少し老齢人口は増加傾向で推移するとみられ、令和 27 年

（2045 年）には生産年齢人口約 1.4人で１人の高齢者を支えることになると推測され、

人口構成も少子高齢化が一層進展することが見込まれる。 

人口減少が本市に与える影響は、消費市場の規模縮小だけではなく、労働力不足、需

給両面において地域経済を縮小させる大きな要因となっており、こうした地域経済の

縮小は、市民の経済力の低下につながり、また、高齢化の進展も重なることで、地域

社会の様々な基盤の維持が困難な状況になっていくことが懸念される。 

これらの課題に対応するため、本計画期間において下記のとおり政策分野ごとに基本

目標を掲げ、人口減少を緩和させる。



5 

【基本目標３】子どもを産み育てる環境の充実事業 

○具体的な事業 

　・婚活支援体制の充実 

　・不妊治療を受けている世帯への支援 等 

 

【基本目標４】人が行き交い、暮らしやすい地域の実現事業 

○具体的な事業 

　　・公共交通空白地域の解消への取組 

　　・芸術文化公演の開催 等 

 

 

４．本事業における重要業績評価指標（KPI） 

　　【計測手法】 

①税務課：実績値 

　　②千葉県毎月常住人口調査報告書 

　　③市民課：人口統計推移 

④千葉県毎月常住人口調査報告書 

 

 

 

指標名

令和２年度 令和６年度

 
計画開始時現状値 目標値 実績値

 KPI① 

【基本目標１】

個人住民税所得割納税 

義務者数（人）
6,922人 6,670人 6,186 人

 KPI② 

【基本目標２】
人口の社会増減数（人） △112人 △505人 △70 人

 KPI③ 

【基本目標３】

年少人口割合 

[０～15歳未満]（人）
1,195人 956人 892 人

 KPI④ 

【基本目標４】
人口（人） 17,055人 15,628人 15,033 人

 目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化・目標達成に必要なこと（要因・課題）

 【要因】 

人口減少が本市経済に与える影響は、消費市場の規模縮小だけではなく、労働力不足、需

給両面において地域経済を縮小させる大きな要因となっている。地域経済の縮小は、市民

の経済力の低下につながり、高齢化の進展も重なることで地域社会の様々な基盤の維持が

困難状況になっていくことが懸念される。 

「人口減少が地域経済の縮小を呼び、地域経済の縮小が人口減少を加速させる」という悪

循環に陥っている状態にある。 
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 【課題】 

急激な人口減少を克服し、本市経済社会の維持・発展を成し遂げるために、行政と市民が

危機感と問題意識を共有しつつ、国・県・近隣市町と連携しながら活力ある地域社会の形

成に向けて、一体的・持続的に取り組むことが重要。 

 

KPI①：個人住民税所得割納税義務者数 

勝浦市に住み続けるために、地域社会が持続するための基礎であり、地域経済の活力とな

る「安定して働くことができる場の確保」が必要なものの一つとして考えられる。 

 

KPI②」人口社会増減数 

人口減少社会は、地域の活力の衰退につながるため、持続可能な地域社会を構築するため

には、新しい人の流れや他の地域の人との関係づくりが必要。 

 

KPI③：年少人口割合 

子ども一人ひとりを地域全体で大切に育むという考えのもと、子どもを産みたいと願う人

が安心して産み育てることができるよう、結婚から妊娠、出産、子育てまでの各ライフス

テージに応じた切れ目ない支援が必要。 

 

KPI④：人口 

勝浦市に住み、住み続けるために多くの人が暮らしやすいと感じることが重要。 

 要因・課題を踏まえた具体的な取組（改善策・取組方針）

 地域に働く場を確保することにより、大都市圏等への若者の流出に歯止めをかけるととも

に、UIJ ターンによる人口増加を目指す。 

温暖な気候や豊かな自然環境などの地域の魅力をアピールすることにより、「移住」や「観

光」といった「交流人口」の拡大による地域活性化や経済振興を推進し、様々な形で関わ

りを持っていただくことにより「関係人口」の拡大を目指す。 

地域で働きながら希望に沿った出会いや結婚・出産・子育てを行い、安心して快適に生活

することができる環境づくりを目指す。 

学校教育や生涯学習、芸術文化活動やスポーツ活動等を通じ、すべての世代が心豊かに健

やかな暮らしを実現できる魅力ある地域づくりを目指す。 

 

KPI①：個人住民税所得割納税義務者数 

地場産業である農業や水産業、歴史ある商工業の活性化、豊かな自然を活かした観光振興

を促進することにより、雇用の創出につなげるとともに、社会経済環境の急激な変化にも

耐えることができる地域産業構造の構築を目指す。 

 

KPI②：人口社会増減数 

観光における滞在時間の延長や交流人口の増加に繋げるため、温暖な気候や豊かな自然な
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--------------------------------------------------------------------------------- 

 

 

 

 どの地域資源を活かした通年型の観光振興を図る。 

移住地としての本市の魅力をアピールしつつ、移住・定住を促進する仕組みを構築すると

ともに、ふるさと納税制度の活用による新たな関係づくりを推進し、新しい人の流れが生

まれる地域づくりを目指す。 

 

KPI③：年少人口割合 

子どもを産みたいと願う人の不安や経済的負担の軽減を図り、子育てしやすい環境の整備

を進めることにより、年少人口割合の急激な減少を抑えつつ、人口構造の安定による持続

可能な地域づくりを目指す。 

 

KPI④：人口 

安心・安全な暮らしを目指した上で、豊かな自然と地域固有の歴史・文化などを活かした

様々な活動が盛んに行われるような環境づくりを促進し、多くの「ひと」が訪れ、思い思

いに人々が交流する賑わいあるまちづくりを目指す。 

ライフステージに応じた各種スポーツ教室などの内容を充実させ、子どもから高齢者まで

心身ともに健やかに暮らせるような取組みを推進する。 

 

委員評価

当市における人口が年々減少しているなかで、どのような施策を行えば歯止めが掛

かり、人口維持または増となるか。関係課一体となり、子育て世帯の移住や住みや

すい環境を求めて移住してきた者を定着させるための基盤維持に努める必要があ

る。 
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暮らしを支える地域モビリティ・ミックス推進事業　【評価　Ｃ　】 

担当課：企画課 
実績額１２，１９９，１６１円（うち交付金６，０９９，５８０円） 

１．事業の目的・概要

２．事業の内容 
地域モビリティ推進事業　　１２，１９９，１６１円 
１．移動手段の確保利便性の向上【９，８０１，１６１円】 
（１）公共交通不便地域の解消に向けた新たな公共交通の運行　 

　　　勝浦市内では現在、鉄道・路線バスに加え、タクシーやデマンドタクシーなどの公共

交通により住民の移動を支えていますが、高齢化に伴う運転免許返納者の増加も予想さ

れる中、住民の移動手段の確保が課題となっています。特に、自家用車を持たない高齢

者にとって、公共交通は生活に必要不可欠なサービスであり、これまでもデマンドタク

シーの導入などの施策に取り組んできましたが、今回デジタル技術の活用により、さら

なる公共交通の空白地域を解消するため、自家用有償旅客運送制度に基づく共助型公共

交通の運行を導入しました。 
　　　「ノッカルかつうら」は、勝浦市を運行主体とし、まずは総野地区の一部地域にて令

和７年３月２６日より実証運行を開始し、令和７年度内の本格運行を目指しています。

本サービスは、勝浦市が認定したドライバーとユーザーを、システム上でマッチングし、

ドライバーが自家用車でユーザーを目的地まで送迎する仕組みで、住民同士の助け合い

による新たな移動手段で完全予約型の乗合交通となっており、予約は、ＬＩＮＥや電話

で手軽に行うことができ、停留所はバス停など既存の仕組みを活用する設計で運用して

います。 
 
　　・実証運行開始日：令和７年３月２６日（水）【以後毎週水曜日・金曜日運行】 
　　・運行エリア：蟹田、松野、中倉、市野川、花里地域 
　　・利用料金：実証期間中は無料 

地域再生計画事業　令和６年度事業評価

　地域モビリティ推進事業は、昨今の急速な高齢化の進展や運転免許証返納者の増加等

に伴う公共交通による移動ニーズに対応するため、デジタル技術の活用による運行の効

率化や、新たな交通体系としての自家用有償旅客運送の導入など、課題解決に向けた新

たな取組を実施することにより利便性の高い公共交通網の形成を目指すことを目的とす

る。 
■公共交通空白地の解消 
■夜間の移動手段の確保による地域住民の安全確保及び観光振興 
■モビリティ・マネジメントの推進による公共交通の利用促進 
■運行管理におけるデジタル技術の導入による利便性向上
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　　・利用者登録：１２名 
　　・ドライバー登録：３名 
（２）夜間における移動手段の確保 
　　通勤・通学のため電車を利用する市民の自宅までの移動手段や、飲食店を利用した観

光客の宿泊施設までの移動手段など、夜間における安全かつ効率的な移動手段の確保の

ため、タクシー事業者と連携し、夜間時間帯における運行体制を整備した。 
　【夜間タクシー運行体制確保業務】 
　　運行期間：令和６年７月１日から令和７年３月３１日までの間の木曜日、金曜日、 

土曜日及び年末年始の１２１日間 
　　業務時間：午後１０時から午前０時１５分まで 
　　運行台数：１日あたり２台 
　　運行実績：運行日数１１９日、運行回数５４２回、乗車人数８１９人 
 
２．モビリティ・マネジメントの推進【２，３９８，０００円】 
（１）持続可能で利便性の高い交通網の形成に向けた検討 
　　①地域公共交通活性化協議会の運営支援及び地域公共交通計画の進捗評価・見直し 
　　　地域の実情に応じた輸送サービスの実現のため「地域公共交通の活性化及び再生に

関する法律」に基づき設置された地域公共交通活性化協議会の、活発な意見交換によ

る機能強化のための運営支援や、地域公共交通計画に掲げる事業の進捗評価による計

画推進を図るとともに、社会情勢等に応じた計画の見直しを行うことで、持続可能で

利便性の高い交通網の形成を促進した。 
 
（２）公共交通の利用促進に向けた取組 
　　①公共交通を利用したお出かけツアーの実施（中止） 
　　　日常生活において主に自家用車を利用する市民等を対象に公共交通を利用したお 

出かけツアーを実施することで、公共交通における地域課題を共有するとともに、地

域資源としての公共交通の有用性の理解促進を図るため、市内の小学生とその家族を

対象とし、ＪＲ・いすみ鉄道・小湊鉄道の公共交通を乗り継ぎ、各種体験をする「お

出かけツアー」を企画し参加募集したところ、６組１７名に参加申込をいただいたと

ころでありますが、令和６年１０月４日いすみ鉄道において発生した脱線事故により、

運行再開の見通しが立たないことからツアーを中止いたしました。 
　　　 
　　②モビリティ・マネジメントに関するセミナーの実施（令和７年２月１７日開催） 
　　　市民や市内事業者を対象にしたモビリティ・マネジメントに関するセミナーを実施 

し、移動手段を過度に自家用車に頼る生活スタイルの見直しによる交通インフラの重

要性や利用促進のほか、健康増進や環境対策として求められる CO2 排出抑制に対す

る認識を深めるとともに、公共交通の現状や課題及び勝浦市において実証運行を行う

自家用有償旅客運送の先進地事例について学び、地域住民や交通事業者を始めとした

多様な主体との連携・協働を図りながら新たな移動手段について構築していくことを

学んだ。 
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　　　【内容】参加者：２１名 
　　　・勝浦市地域公共交通計画の紹介 
　　　・講演「公共交通のメリット・デメリット／公共交通のトレンド」 
　　　・講演「マイカー公共交通“ノッカル”の取組」 
　　　・アンケート 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※デジタル技術の活用による利便性の向上 
　①デマンドタクシーにおける運行管理システムの導入 
　　デマンドタクシーの運行区域の拡大や乗降ルールの変更を検討する中において、オン

ライン予約やＡＩルート検索等のデジタル化に対応した運行管理システムを導入し、利

用者の利便性向上及び効率的な運行を図ることを目的とし、令和６年５月２０日に「勝

浦市デマンドタクシー運行管理システム業務委託に係るプロポーザル審査会」を実施し、

優先交渉権事業者と業務仕様書に基づき契約に向け交渉及び協議等を行って参りまし

たが、ＡＩを活用した効率的な自動配車や自動ルート生成など運行効率を向上させる機

能について、本市の求める業務の実施は困難と判断し、令和６年９月３日に交渉を終了

したため、令和６年度においてはデマンドタクシーにおける運行管理システムは導入し

ておりません。 
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　３．本事業における重要業績評価指標（ＫＰＩ） 

【計測手法】 
①千葉県毎月常住人口調査報告書 
②千葉県毎月常住人口調査報告書 
③市内路線バス利用者数＋デマンドタクシー利用者数＋新たに導入された公共交通の利用者数 
④旅行者へのアンケート調査による分析 

 
指標名

計画策定時 令和６年度 令和７年度 令和８年度

 実績値 目標値 実績値 目標値 目標値

 KPI

①

地域の人口・世帯数 

（人）
15,871 15,483 15,033 15,095 14,707

 KPI

②

人口における社会増減数 

（人）
△78 △58 △70 △28 2

 

KPI

③

市内路線バス利用者数＋

デマンドタクシー利用者数

＋新たなに導入された公共

交通の利用者数 

（人）

57,739 58,889 57,406 60,189 60,839

 KPI

④

旅行消費単価 

（円）
7,800 8,000 10,074 8,200 8,400

 目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化・目標達成に必要なこと（要因・課題）

 【要因】 

ＫＰＩ①の地域の人口・世帯数については、本事業の推進により公共交通の利便性が向上さ

れることに伴い移住・定住の促進が図られ、人口・世帯数の減少速度を緩やかにしていく目標

値となっているものの、実績値としては、目標値より下回っている。ＫＰＩ②の人口における社会

増減数についても、人口同様に目標値より下回っている。ＫＰＩ③の各種公共交通の利用者数

については、目標値をやや下回っており、要因としては、市内路線バス利用者数が前年度比

1648 人の減（R6.10 から減便あり）及び自家用有償旅客運送の実証運行が年度末となったこと

によるものである。ＫＰＩ④の旅行消費単価については、目標値を大きく上回っており、旅行者

の市内滞在時間の延長及び観光客入込客数の増加によるものと考えられる。 

【課題】 

新たに導入された公共交通である自家用有償旅客運送の実証運行に向け、地元説明会を

実施したものの、参加者数が少なかったこともあり、実証運行地域における制度概要等の認識

不足が課題である。

 要因・課題を踏まえた具体的な取組（改善策・取組方針）

 　より一層のモビリティ・マネジメントを推進することにより地域全体で「つくり・守り・育てる」とい

う機運を醸成し、地域に根ざした利便性の高い交通網の構築を推進していく必要がある。 

　具体的な取組としては、事業者と連携し、利用実態動向とニーズ把握に努め、広報やホーム

ページ等を活用し周知を図るとともに、デマンドタクシーや自家用有償旅客運送の利用説明会

を行うなど、継続的な啓発を実施し利用促進につなげる。
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委員評価

高齢者率や運転免許証返納者の増加に伴い公共交通の市内全域への普及が求められ

ているなか、地域モビリティ推進事業の推奨により新たな交通体系としての導入に

より、利便性の高い公共交通網の形成を目指していく。 
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スマート窓口（書かない窓口）システム構築事業　【評価　C　】 

担当課：情報政策課 
実績額３０，２５８，０８９円（うち交付金１５，１２９，０４４円） 

 
１．事業の目的・概要 

 
２．事業の内容 
　複数のＩＣＴを活用した「書かない窓口」の実現 
　（１）異動受付・申請書作成支援システム 
　　・転出証明書やマイナンバーカード等をＯＣＲ機能でスキャンし、システム上で、市民

が記載する必要のある各種申請書等の自動作成を行う。 
　　・申請手続きのために来庁した市民に対し、申請書等の記載が不要となり、手書きの負

担を軽減する。 

　　  

　　　　【対象となる主な手続き】 
　　　　市　 民 　課　住民票の写し、印鑑証明書、戸籍謄抄本、住所異動届（転入転出等）、 

国民健康保険・後期高齢者医療保険の一部手続き 
　　　　福　 祉　 課　子ども医療費助成申請書、障害者手帳交付申請書 
　　　　高齢者支援課　介護保険負担限度額認定申請書、高齢者タクシー利用料助成申請書 
　　　　税 　務　 課　所得証明書、納税証明書 

デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプＴＹＰＥ１） 

市民課窓口を中心に、申請・届出等の業務においては、各種制度の複雑さなどから、それ

らの手続が煩雑化しており、申請書１枚への記載であっても、個別の支援が必要となるケ

ースが多く、窓口の応対が課題となっている。 
この課題に対し、マイナンバーカードの活用を含めた「書かない窓口」を実現すること

で、市民の窓口滞在時間が短縮され、市民のタイムパフォーマンスと市民サービスの向上

を図り、魅力ある持続可能な地域の確立につなげる。
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（２）スマホを活用したナビゲーション・Ｗｅｂ申請システム 
　　・スマホを使用して、市民が来庁前に事前に申請書等をスマホ内で作成し、ＱＲコード

化を行い、窓口に持参することで、申請書等に記載せず、スムーズな窓口手続きを実

現する。 
　　・申請手続きのために来庁した市民に対し、申請書等の記載が不要となり、手書きの負

担を軽減する。 

　 
（３）コンビニ交付を活用した証明書等自動交付機 

　　・コンビニ交付対応の証明書等自動交付機を市役所内に設置し、マイナンバーカードを

活用した証明書の自動発行により、さらなる「書かない窓口」を実現する。 
　　・同自動交付機を市内５か所のコンビニに設置していることから利便性の向上を図る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．本事業における活動指標（ＫＰＩ） 
 

指標名 単位
令和 5年度 令和 6年度

 目標値 実績値 目標値 実績値

 Ｋ Ｐ Ｉ

①

異動受付・申請書作成支援システム

の利用件数
件 210 1,280 960 5,401

 Ｋ Ｐ Ｉ

②

スマホを活用したナビゲーショ

ン・Ｗｅｂ申請システムの利用件数
件 65 0 260 0

 Ｋ Ｐ Ｉ

③

コンビニ交付を活用した証明書等

自動交付機の利用件数
件 3,000 380 4,000 2,128
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　　※令和５年度分の実績値は令和６年１月１５日からの運用開始後の数値 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

 

 目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化・目標達成に必要なこと（要因・課題）

 コンビニ交付について、申請手続の方法が分からない、取得したい証明書がコンビニ交付では対応し

ていないなどの理由が予想される。コンビニ交付可能や取得出来る証明書の周知方法を今も行ってい

るが、今以上に周知し理解してもらうことが必要となってくる。

 要因・課題を踏まえた具体的な取組（改善策・取組方針）

 コンビニ交付以外での請求が可能となっており、マイナポータルの普及によりスマホからの申請が可

能でナビゲーション機能もあり、外出しなくても申請ができることから利用件数が伸び悩む。また、市

民の方々が申請、証明書を多く対応する課には、窓口申請の時間短縮に繋がるようにパソコン等が設

置されているが、利用者が少ない課が大半であるため今後の活用について検討が必要。

  
 

委員評価

マイナポータルの普及により、スマホを活用したナビゲーション・Web 申請システム 
の利用件数が伸び悩んでいるため、今後、撤退を含めて検討すること。 
自動交付機の利用件数も伸びてきているが、利用者枠の拡大を行い目標値へと近づけ

る。



16 
 

 
ホームページへのＡＩチャットボット実装事業　【評価　B　】 

担当課：情報政策課 
実績額１，３２０，０００円（うち交付金６６０，０００円） 

 
１．事業の目的・概要 

 
２．事業の内容 
　ＡＩチャットボットサービス 
　　・ホームページにＡＩチャットボットを実装し、市民の疑問・問い合わせに対して２４

時間対応できる環境を整える。 
　　・具体的には市役所業務において、電話・メールで問い合わせを受ける内容や、窓口で

受けた質問等を事前にＱ＆Ａに登録することで、市民が必要とする情報を的確に提供

する。 
・文字だけでは説明が困難な事項については、適宜ホームページへ案内し、複雑な問い

合わせについてはメール・電話を用いて、職員と直接連絡ができる体制を整える。 
　 

 

デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプＴＹＰＥ１） 

ホームページにＡＩチャットボットを実装し、市民の疑問・問い合わせに対して２４時間

対応できる環境を整える。 
市のサービスは広範囲に渡り、ホームページから目的の情報を検索することが難しくな

っている。このためＡＩチャットボットを導入し、キーワードから情報を入手する手段を実

装することで、２４時間適切な回答を提供できる体制を構築する。
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３．本事業における活動指標（ＫＰＩ） 

　　※令和５年度分の実績値は令和６年３月１日からの運用開始後の数値 

 

 

 

 

 

 

 
指標名 単位

令和 5年度 令和 6年度

 目標値 実績値 目標値 実績値

 Ｋ Ｐ Ｉ

①

ＡＩチャットボットの

利用件数
件 12,500 1,898 25,000 18,111

 Ｋ Ｐ Ｉ

②

ＡＩチャットボットの

課題解決割合
％ 60 76 65 88

 Ｋ Ｐ Ｉ

③
登載Ｑ＆Ａ数 件 1,000 2,559 1,250 2,589
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････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

 

 目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化・目標達成に必要なこと（要因・課題）

 AI チャットボットの利用件数のが伸び悩んだ要因としては、市外利用者の見込み不足が要因として考

えられる。勝浦市を知ってもらうことで気にかけてもらい利用者数を伸ばす。

 要因・課題を踏まえた具体的な取組（改善策・取組方針）

 勝浦市は、自然・食・文化がぎゅっと詰まった魅力あふれる街であることを今後も継続してアピール

し、旅行先や移住候補地としても勝浦市がおすすめであることを押していくことにより、利用者の見

込が予測される。

  
 
委員評価

AI チャットボットの周知を行い、利用してもらうことで利便性の高さを実感してもら

い、今後においても有効活用をしてもらう。また、そのためには常に様々な情報を登録

する必要があるため、市役所全体でデータを整備する必要がある。
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LINE を活用した情報総合窓口の整備事業　【評価　C　】 

担当課：情報政策課 
実績額３，２１２，０００円（うち交付金１，６０６，０００円） 

 
１．事業の目的・概要 

 
２．事業の内容 
　LINE サービス 
　　・市公式 LINE アカウントを活用することによって、市民それぞれの状況に応じた情報

を配信することを可能とする。。 
　　・通信機能をもたせ、双方向での情報窓口として整備し市民サービスの向上を図る。 
　 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

デジタル田園都市国家構想交付金（デジタル実装タイプＴＹＰＥ１） 

本市では、市ホームページ及び広報誌を用いて情報発信を行っているが、市民それぞれの

状況に合わせた情報発信が難しく、情報量が多いため見逃される懸念がある。 
このことから、幅広い年齢層に利用されている LINE を活用し、より多くの市民が、適切

な情報を適切なタイミングで入手できる環境とともに、通報をもたせ、双方向での情報窓口

として整備し、市民サービスの向上を図る。
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３．本事業における活動指標（ＫＰＩ） 

　　※令和６年度分の実績値は令和７年２月１日からの配信開始後の数値 

 

 

 

 

 

 

････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････････ 

 

 
指標名 単位

令和 6年度 令和 7年度

 目標値 実績値 目標値 実績値

 Ｋ Ｐ Ｉ

①

公式LINE友だち登録者

数
人 2,500 1,041 2,800

 Ｋ Ｐ Ｉ

②

LINE 公式アカウントに

よる情報発信回数
件 25 37.5 30

 Ｋ Ｐ Ｉ

③

オンライン申請の利用件

数
件 290 794 320

 目標の達成等を阻害する要因及び状況の変化・目標達成に必要なこと（要因・課題）

 公式 LINE の開設については、インターネットや広報で周知しているが、まだ知らない市内住民の方

や勝浦市に興味を持ってくださっている方への周知が出来ていない。

 要因・課題を踏まえた具体的な取組（改善策・取組方針）

 今後においても、インターネットや広報等で周知を継続して行い、観光地であることから観光ポスタ

ーの一部にLINEのQRコードなどを掲載してもらい友だち追加を手軽に行ってもらえる環境を作る。

また、市役所ロビーにも周知出来るような掲示物を作成や、スマートフォン教室での LINE の利用促

進などにより周知を図る。 
現在、市公式 LINE の活用方法としては、ホームページに掲載した内容や防災メール情報といった情

報発信のみを行っているが、今後は LINE での申請やアンケート機能など、双方向での活用について

も展開していく。

  
 

委員評価

登録者数増となるように、周知方法や当市の LINE 情報に興味をもってもらうように

利用促進を図る。今後においても、オンライン申請なども可能であることを周知し、

情報収集の場だけではないことを知ってもらう。


